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要旨：本研究は，供試体寸法および供試体端部における非付着部の有無が鉄筋の付着挙動に及ぼす影響につ

いて，両引きおよび偏心両引き供試体を用いて検討を行った。また，両引き試験から得られた鉄筋ひずみの

処理方法が付着応力－すべり関係に及ぼす影響についても考察した。その結果，非付着部を設けた場合，鉄

筋ひずみは，設けていない場合に比べて減少する傾向にあることが示された。また，付着応力－すべり関係

は，供試体寸法が 300mm程度では一意的に表現できると考えられるが，鉄筋ひずみの処理方法に大きく影

響されることが明らかとなった。 
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1.はじめに 

コンクリート中の鉄筋の付着特性は，鉄筋コンクリー

ト部材のひび割れ挙動に大きく影響する。そのため，鉄

筋とコンクリートの付着挙動を適切に把握することは，

RC 梁等における実際のひび割れ挙動を推測する上で非

常に重要である。 

これまで行われてきた鉄筋の付着挙動に関する研究と

して，我々は，RC 梁のひび割れ区間を対象とした要素

モデル供試体を用いた両引き 1)および偏心両引き試験 2)

を行い，鉄筋の付着挙動について検討を行ってきた。そ

の結果，ブリーディング率が 4.5%程度以上になると，両

引き供試体では実際の RC 梁と付着挙動が異なるが，偏

心両引き供試体はほぼ一致することが示された。また，

島ら 3)は，マッシブなコンクリート部材を対象とした検

討を行い，付着応力－すべり関係の評価式を提案してい

る。鉄筋の付着挙動に関する既往の研究は，それぞれ対

象が異なっているため，当然実験方法も異なったものと

なっている。しかしながら，実験方法が鉄筋の付着挙動

に及ぼす影響について検討した研究はほとんどない。 

一般的に，コンクリートと鉄筋の付着特性は，付着応

力とすべりの関係によって表される。しかしながら，付

着応力やすべりの算定方法についても，文献によって異

なっている。 

そこで，本研究は，実験条件が付着挙動に及ぼす影響

として，まず，供試体寸法および供試体端部における非

付着部の有無が付着応力－すべり関係に及ぼす影響につ

いて検討を行った。また，付着応力－すべり関係に及ぼ

す算定方法の影響についても考察した。本研究は，両引

き供試体および偏心両引き供試体を用いて検討を行った

が，後者についてはブリーディングの影響を見るためで

ある。 

2. 実験概要 

本研究における実験は，2つのシリーズで構成される。

シリーズⅠは，両引き供試体を用いて鉄筋の供試体寸法

の影響について検討したものである。水セメント比を

50%とし，供試体寸法として 100mm，200mm，300mmお

よび 400mmの 4種類を考慮した。シリーズⅡでは，両引

きおよび偏心両引き供試体を用いて非付着長の影響につ

いて検討した。供試体端部において 50mmおよび 100mm

の非付着長を設けた。なお，本研究で用いたコンクリー

トのブリーディング率の範囲は，2.8～3.3%であった。

2.1 使用材料 

表－1 に，本研究で使用したコンクリートの材料の種

類および品質を示す。粗骨材は，砕石 Aおよび砕石 Bの

2種類を 1：1の割合で混合したものを用いた。 

2.2 コンクリートの製造および配合 

コンクリートは，温度 20℃，相対湿度 60%の試験室で

容量 100 リットルの強制二軸ミキサを用い，練混ぜ量を

70リットルとして製造した。 

コンクリートの配合に関しては，単位水量を一定とし，

水セメント比は 50%とした。また，目標スランプおよび

表－1 使用材料 

材料 種類 記号 品質

セメント
普通

ポルトランドセメント
－ 密度：3.15g/cm3，比表面積：3400cm2/g

減水剤 ポリオール複合体

AE剤 変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤
混和剤

－

－

A

砂岩砕砂細骨材

粗骨材 砂岩砕石

表乾密度：2.55g/cm3，吸水率：1.23%，
粗粒率：2.68，微粒分量：2.31%，
実積率：62.9%，粒形判定実積率：53.6%

最大寸法：20mm，表乾密度：2.57g/cm3，
吸水率：1.16%，粗粒率：7.22，

実積率：59.6%

B
最大寸法：15mm，表乾密度：2.60g/cm

3
，

吸水率：1.50%，粗粒率：6.35，
実積率：58.6%
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10mm

30mm間隔

10mm

300mm

目標空気量は，8-1.0cm～8+2.5cmおよび 4.5±1.0%とし，

混和剤の添加量によって調整した。コンクリートの配合を

表－2に示す。なお，試験材齢は，全てのケースにおいて

28日である。 

2.3 供試体 

(1) 製作方法 

 コンクリートの打設は，鉄筋を水平に設け，鉄筋のリ

ブを供試体側面方向に配置して行った。コンクリートの

締固めは全て内部振動機で行った。養生は，温度 20℃お

よび相対湿度 60%の試験室で行ったが，コンクリート打設

後に濡らした布で覆い，その外側をビニールで被覆した。

(2) 形状寸法および緒元 

各供試体の条件を表－3 に，形状を図－1 に示す。両引

き供試体のコンクリート断面は，100×100mmであり，偏

心両引き供試体については，100×300mmである。シリー

ズ Iでは，供試体寸法を 100～400mmに変化させた。また，

供試体底面から 50mmの位置には，D16の異形鉄筋を供試

体の両端より張り出すように埋設した。シリーズⅡでは，

供試体端部において鉄筋をステンレスパイプで覆うこと

により，50～100mm の非付着部を設けた。なお，本研究

で使用した異形鉄筋の弾性係数，降伏強度，および降伏ひ

ずみは 1.9×105N/mm2，385.1N/mm2，および 2089μある。

(3) 載荷方法および測定項目 

図－2に，載荷状況の外観図を示す。載荷は，供試体に

埋設した鉄筋を垂直にした状態で，最大荷重 500kN の万

能試験機のつかみ具で鉄筋を固定し，軸引張力を加え，単

調載荷の荷重制御で行なった。載荷速度は，167N/secであ

る。なお，偏心両引き試験の際には，圧縮バネを設置した。

これは，コンクリートの自重モーメントをバネの反力で支

え，鉄筋に偏心荷重を作用させないためである。 

 鉄筋のひずみの測定は，ゲージ長 1mm，ベース長 4.2mm，

ベース幅 1.5mmのひずみゲージを用い，30mm間隔で鉄筋

リブの両側に貼付して行った。なお，供試体寸法が 100mm

表－2 コンクリートの配合 

表－3 供試体条件 

図－1 供試体形状 

側面図 断面図 

図－2 載荷状況 

図－3 ひずみゲージの貼付位置 

両引き試験 偏心両引き試験 

5050

D1650

h

コンクリートの打設方向 

細骨材

2015 1505 C×% (kg/m3) C×% (kg/m3)

50 40.5 173 346 694 512 520 1.80 6.23 0.50 1.73

砕石

減水剤
（4倍希釈）

AE剤
（100倍希釈）W/C

(%)
s/a
(%)

単位量(kg/m
3
)

水 セメント

粗骨材

砕砂

100～400

非付着部

非付着部

圧縮バネ

非付着部

100 100
200 200
300 300
400 400
300 50 200 52.34 27.2
400 50 300
400 100 200

偏心両引き試験 100×300 300 50 200 52.12 27.7

付着長
L-2u(mm)

100×100

試験方法
断面寸法
100×h(mm)

100×100Ⅰ 両引き試験

両引き試験
Ⅱ 50

W/C
(%)

供試体長さ
L(mm)

非付着長
u(mm)

50 0

圧縮強度
(N/mm2)

コンクリートの

弾性係数(kN/mm2)

52.83

52.65

50.64

27.5

27.6

27.8
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の場合においては 20mm間隔で貼付した。また，供試体

端部における鉄筋ひずみを詳細に調べる目的で，供試体

端部から 10mmの位置についてもひずみゲージを貼付し

た。図－3に，供試体寸法が 300mmの供試体におけるひ

ずみゲージの貼付位置を示す。 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 鉄筋ひずみの分布 

 図－4に，鉄筋降伏荷重の 25%，45%，65%，85%およ

び 95%におけるシリーズ I での平均鉄筋ひずみの分布を

示す。ここに示す平均鉄筋ひずみとは，鉄筋リブの表裏

に貼付したひずみゲージで得られた値を平均したもので

ある。なお，供試体寸法が 400mmの供試体においては，

鉄筋降伏荷重の 74%付近でひび割れが発生したため，そ

の際のデータを用いることとした。 

 供試体寸法が 100mmの場合，平均鉄筋ひずみの変化は

小さい。しかし，供試体寸法が大きくなると，供試体中

央部での平均鉄筋ひずみの値は，供試体端部に比べて小

さくなっている。この傾向は，供試体寸法が長いほど，

また，荷重レベルが大きいほど顕著である。 

 図－5に，シリーズⅡの付着長が 200mmの場合におけ

る平均鉄筋ひずみ分布示す。このデータは，鉄筋降伏荷

重の 95%における値である。 

非付着部を設けた両引き供試体における平均鉄筋ひず

みは，設けていない場合に比べ，いずれの位置において

も減少する傾向が見られた。また，偏心両引き供試体に

おける平均鉄筋ひずみは，供試体中央部では非付着部を

設けた両引き供試体と同程度の値となっているが，供試

体端部では設けていない場合と同程度である。なお，偏

心両引き供試体におけるブリーディングの影響は判然と

しない。 

全体として，非付着部を設けた場合の鉄筋降伏荷重の

95%における鉄筋ひずみは，設けていない場合に比べて，

平均で 15%程度減少する結果となった。これは，非付着

部を設けることにより，コンクリートに伝達される応力

が増加し，コンクリートの応力分担領域が供試体の表面

方向に拡大したことを意味する。 

鉄筋とコンクリートの付着は，鉄筋からコンクリート

に応力が伝達される場合に成立する。換言すると，非付

着部を持たない供試体端部のように，コンクリートが応

図－4 平均鉄筋ひずみの分布（供試体寸法の影響） 

ひび割れ発生位置

供試体寸法 100mm 供試体寸法 200mm

供試体寸法 300mm 供試体寸法 400mm 
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力をほとんど受け持たない領域では，付着応力は発生し

ない。そのため，付着挙動の評価が困難である。しかし，

非付着部を設けることで，鉄筋からコンクリートへの応

力伝達が向上するため，鉄筋の付着部全域において付着

挙動を評価できるようになると考えられる。 

3.2 付着応力－すべり関係 

(1) 算定方法の影響 

鉄筋に沿った任意の点における付着応力（以下，τと

略記）およびすべり量（以下，Sと略記）は，式（1）お

よび式（2）を用いて求められる。 

dx
dDE ss ε

τ ⋅=
4
         （1）

∫=
x

o sdxS ε           （2）

ここに， sE ：鉄筋の弾性係数（N/mm2），D：鉄筋の
公称直径， dxd s /ε ：鉄筋ひずみ分布曲線の傾きであ

る。 

τを算定する際には，鉄筋ひずみの傾きが必要となる

が，鉄筋ひずみの傾きの算定方法は，種々の方法で行わ

れてきた。 

山尾ら 4)や他の研究 3),5),6)では，鉄筋ひずみを，隣接し

た 3点を通る 2次放物線でつないだ分布曲線で仮定し，

その傾きからτを求めている。 

一方，松家ら 1),2),7),8)は，鉄筋ひずみ分布全体を 2次放

物線と仮定している。 

また，大野 9) や他の研究 10),11)では，隣接する 2点の鉄

筋ひずみを直線でつなぎ，平均付着応力を求め，その値

を測定点間の中央位置でのτとして扱っている。 

本研究では，まず，上記の 3種類の算定方法に基づい

てτおよび Sを求め，τ－S関係に及ぼす算定方法の影

響について検討した。 

図－6にシリーズ Iの供試体寸法が 300mmの場合にお

ける鉄筋ひずみの処理方法ごとの回帰曲線を示す。図－7

図－5 平均鉄筋ひずみ分布（非定着部の影響） 

山尾らの算定方法 4) 

松家らの算定方法 1),2),7),8) 

大野らの算定方法 9) 

図－7 τ－S関係（算定方法の影響） 

図－6 鉄筋ひずみの回帰曲線 
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に，各算定方法における供試体寸法が 300mmの場合のτ

－S関係を示す。算定位置は，供試体中央部より 30mm，

60mmおよび 90mm離れた点で，供試体端部において鉄

筋ひずみが一様となる領域は考慮していない。なお，τ

－S関係は，供試体中央部から左側と右側においてそれ

ぞれ異なる関係が得られるが，ここに示すデータは，2

つを平均したものである。 

山尾らの方法を用いて得られたτ－S関係は，算定位

置にかかわらず，一意的な関係が得られている。 

大野らの方法によるτ－S関係は，一意的に示されて

いるが，山尾らの方法に比べてばらつきが見受けられる。

また，供試体中央部から左右の値についても大きな差が

見られた。これは，τおよび Sを隣接する 2点間の鉄筋

ひずみから求めたことに起因する。 

一方，松家らの算定方法を用いた場合，算定位置によ

ってτ－S関係が異なる結果となった。これは，回帰曲

線としてみた場合，図－6に示すように，鉄筋ひずみの

実測値とほぼ一致しているが，鉄筋ひずみの傾きを考慮

する場合，回帰曲線の特性に大きく支配されることによ

るものである。示すように，鉄筋ひずみ全体を回帰した

2次放物線は，実測データとほぼ一致しており，回帰曲

線の適合性については問題ないといえる。しかし，鉄筋

ひずみの傾きを考慮する場合，特に荷重レベルが高い領

域においては，回帰曲線の特性に大きく支配されてしま

うことによるものである。 

以上の結果から，本研究では，山尾らの方法を用いて

τおよび Sを算定した。 

(2) 供試体寸法の影響 

図－8に，鉄筋降伏荷重の 25%，45%，65%，85%およ

び 95%におけるシリーズ Iでのτ－S関係を示す。なお，

供試体寸法が 400mmのデータについては，ひび割れ発生

直前までの荷重レベルにおいて検討を行った。また，供

試体寸法が 200mm，300mmおよび 400mmの場合につい

ては，供試体端部の鉄筋ひずみが一様となる領域のデー

タは除外した。 

供試体寸法が 200mm程度以下の場合，算定位置によっ

てτ－S 関係は異なったものとなっている。一方，供試

体寸法が 300mm程度では，τ－S関係は，一意的に表現

できると考えられる。なお，供試体寸法が 400mmのデー

タについては，ひび割れの発生の影響を受けて，全体的

にすべりが大きくなった。 

(3) 非付着部の影響 

 図－9に，シリーズ Iの供試体寸法が 300mmの両引き

供試体の全ての算定位置におけるτ－S 関係を，図－10

にはシリーズ IIの非付着部を 50mm設けた両引き供試体

（供試体寸法 400mm）の結果を示す。 

図－8 τ－S関係（供試体寸法の影響） 

供試体寸法 100mm 供試体寸法 200mm

供試体寸法 300mm 供試体寸法 400mm

算定位置 算定位置

算定位置

算定位置
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 非付着部を設けていない場合，算定位置が 140mmから

150mmの範囲においては，付着応力が非常に小さく，一

意的に示される領域のデータから大きく値が外れてい

る。一方，非付着部を設けた場合には，150mmの位置に

おける付着応力は小さくなっているものの，30mm から

140mmの範囲においては，ほぼ一意的に示されている。

つまり，非付着部を設けたことで，付着挙動を評価でき

る領域が拡大したといえる。 

 

4. まとめ 

 本研究で得られた結果をまとめると以下の通りであ

る。 

(1) 供試体寸法が長くなるにつれて，供試体端部に比べ

て中央部での鉄筋ひずみの値は小さくなる。 

(2) 非付着部を設けると，設けていない場合に比べ，鉄

筋ひずみは減少する傾向がある。 

(3) 両引き試験により得られる鉄筋ひずみの処理方法

は，鉄筋の付着応力－すべり関係に大きく影響する。

(4) 供試体寸法が 300mm程度では，鉄筋の付着応力－す

べり関係を一意的に表すことができる。 

(5) 非付着長を設けると，付着挙動を評価できる領域が

拡大する。 
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